A Basic Study of Child Care in Nagano Prefecture (4) by 矢上 克巳 & Yagami Katsumi
長野県児童養護の基礎的研究 (4)
矢 上 克 巳
目 次
3 救済事業期 (明治40年～大正7年)の児童養護の成立と展開
4 社会事業期 (大正8年～昭和12年)の児童養護の成立と展開
4 社会事業期 (大正 8年一昭和12年)の児童養護の成立 と展開
(1) 国内の動向
大正7年 (1918)の全国的な<米騒動>にみられた民衆の窮乏が回復されないうちに,大
正9年 (1920)3月15日の株式市場の崩壊を機に経済恐慌が勃発し,とくに,綿糸 ･製糸業
界に大きな打撃を与え,さらに農村においても,米価の下落,まゆ価の下落が顕著となり農
＼い
家に大きな打撃を与えたのであった｡しかも,この経済恐慌は回復されることなく慢性的傾
向を呈したのであった｡昭和に入ってからも,昭和2年 (1927)の金融恐慌,5年(1930)以
(2)
降の世界大恐慌,農村恐慌と状況は悪化の一途をたどり,農村の窮乏化,都市部での細民層
の堰大,失業者の続出が顕著となった｡さらに親子心中(とくに母子心中が多い),児童虐待,
欠食児童の増加,人身売買,出稼ぎなどが続出するのであった｡
こうした状況のなかで,大正デモクラシーを背景として,児童の問題が社会問題としてと
りあげられるようになり,救済対象も従来の<無告の孤児 ･貧児 ･棄児> ･<盲聾唖児> ･
<不良行為をなすか,その慮のある児童>中心から,これに加えて一般貧困児童及び一般児
塞-と拡大されたのである｡こうして,育児事業 ･盲聾唖教育 ･感化教育中心の児童救済か
ら児童保護へ発展したのである｡
すなわち,従来の事業に①妊産婦保護事業,②乳幼児健康相談事業,③虚弱児童保護事
業,④児童虐待防止,⑤母子寮の設立,⑥児童遊園場の設立等が加えられたのである｡
従来からある保育事業においても,常設保育所,季節託児所ともに大正後半から昭和戦前
(3)
期にかけて著しく増大を示し,感化教育においても,昭和8年 (1933)少年教護法の制定に
より,その名称は感化院から少年教護院と改められ,また不良化防止,早期発見のために少
(4)
年教護委員を配置することになった｡
さらに年代は前後するが昭和4年 (1929)に救護法が公布され,昭和7年 (1932)に実施
(5)
に移され,貧困な13歳未満の幼者,乳児を養う母親,妊産婦が援助されることになった｡同
法は援助の内容を馳救規則より若干救済対象を拡大しているが,依然として救済責任を,家
族,隣保扶助を重視したものであり,大正9年 (1920)以降の経済恐慌のなかで大量に現わ
れた失業貧困者 (すなわち労働能力ある老)は,その救済範囲から除外し,極貧者のみに限
(6)
定するという制限主義的なものであり,貧弱なものであった｡
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(2)長野県内社会事業の動向
先に述べたように,大正9年 (1920)以降の慢性的経済恐慌さらに昭和2年 (1927)の金
融恐慌,5年以降の世界大恐慌,農村恐慌によって,救済対象が広汎に出現したのである
(7)
が,長野県下でも,大正9年 (1920)には米価の下落,糸価の大暴落となり,12年 (1923)
(8) (9)
県下に水害,昭和2年 (1927)には金融恐慌に加えて,大霜害による養蚕の大減収,さらに
(10)
5年 (1930)には,生糸の大暴落となり本県農民は著しく窮乏化し,また製糸業界も不振と
･_lい
なり女工の失業者の増大がみられた｡6年(1931)には本県帰農失業者が77,000人に達し,本
県農村をさらに窮乏化せしめ,9年 (1934)には生糸価格の大惨落及び凶作に見舞われたの
である｡
こうした状況のなかで,長野県行政は従来地方課において各種の慈善救済に関する事務を
取 り扱っていたが,その後の社会情勢に鑑み,各種社会事業に関する事務を統括して取り扱
(12)
う課を新設することになり,大正10年 (1921)11月長野県社会課を設置した｡さらに,社会
状態及び生活状熊を調査し,その改善安定のために,長野県方面委員制度が大正12年(1923)
(13)
4月制定された｡こうして長野県行政は大正後半より積極的に社会事業に乗り出すのであっ
た｡
この時期の長野県内社会事業の動向について 『長野県社会事業便覧』(昭和11年)より列挙
すれば以下の通 りである｡
①医療保護事業 これについては既に前期 (明治40年～大正7年)において恩賜財団済生
会による救療事業の実践がみられたが,この時期には恩賜財団済生会による救療事業に加え
て,大正9年 (1920)4月上田医師会夜間無料診料所をはじめとして,大正10年 (1921)4
月松本医師会救療部の設置,同年5月日本赤十字社長野支部病院窮民施療,大正11年(1922)
9月諏訪郡医師会救療部設置など頻々として医療保護事業が展開したのである｡その背景に
は慢性的経済恐慌のなかで,窮乏化する農民層,都市部の細民層を中心に患者の大量発生が
あったことは言うまでもない｡すなわちこの時期に貧困と疾病の悪循環が露呈し,医療の問
題が社会問題化したのである｡
②救護事業 窮民の院内救助については大正14年 (1925)7月上県仏教会上田市慈光園が
設立されたのをはじめとして,昭和8年 (1933)5月長野市に栗田寮,昭和10年 (1935)4
月小県郡長村に四阿寮が設立され,従来の昭和寮 (明治44年に松本市救護所として開設)を
含めて4カ所あった｡養老施設では明治16年 (1883)創立の大勧進養育院がある｡その他救
護法による救護,軍事救護法による救護,行旅病人及び行旅死亡人に対する救護事業がなさ
れた｡
③経済的保護事業 これは小額所得者及び失業者対策といえるもので,その内容は住宅組
合 (昭和10年現在59組合),公営住宅 (同6市町村),簡易宿泊所 (松本市簡易宿泊所),公
設市場 (松本市公設市場),簡易食堂 (松本市簡易食堂),公設浴場 (同3カ所),公益質屋
(同25カ所),授産事業 (同76カ所),職業紹介所 (同10カ所),経済相談所 (信濃協調会),也
方改善応急事業 (同189カ市町村)と多岐にわたっている｡ この事業は児童保護事業となら
矢上:長野県児童養護の基礎的研究 (4) 57
んでこの時期の社会事業の特色を示すものである｡
④児童保護事業 (後に詳述する)
⑤融和事業 これは同和対策事業であるが,昭和10年 (1935)現在,信濃同仁会 (大正9
年創立)と上水内郡融和委員会 (大正12年創立)があった｡
⑥司法保護事業 昭和10年 (1935)現在,県内に20カ所みられる｡主に仏教団体によって
経営されていた｡
⑦婦人保護事業 これには昭和3年 (1928)設立の大本願婦人相談所があった｡
⑧矯風事業 昭和10年 (1935)現在,県内に19の団体があった｡
⑨移植民事業 大正11年 (1922)1月信濃海外協会が設立されている｡
⑬鮮人融和事業 大正15年 (1926)3月岡谷市に岡谷鮮人同志会 (昭和4年に昭和同志会
と改称)が設立されている｡
以上のように長野県内の社会事業が体系づけられたのである｡
次に社会事業の一環である児童保護事業について取りあげてみる｡
この時期の児童問題は,農村の窮乏化,都市部での細民層,失業者の増大を背景として現
われる乳幼児死亡,欠食児童,病 ･虚弱児童,親子心中,児童虐待などであった｡
こうした状況に対し,長野県行政は大正13年 (1924)社会教化係の業務に児童保 護を設
け,児童保護事業を行政のなかに位置付けた (大正15年の改正で社会事業係が児童保護を担
(14)
当することになる)｡前後するが大正10年 (1921)9月県主催児童衛生展覧会が長野 ･松本 ･
(15)
上田の三市で開催されることになり,県民の児童保健衛生に対する意識の向上を目論だ｡大
正14年 (1925)7月長野県児童保護協会が設立され,パンフレット『児童保護』の発刊など
(16)
を含め,児童保護事業を強力に推進することになった｡また保育所設置推進のため大正14年
(17)
(1925)8月県主催託児所保母養成講習会を開催した｡さらに昭和2年 (1927)から児童愛護
週間を設置している｡このように県行政は大正後半以降,積極的に児童保護事業に乗 り出す
のであった｡
この時期における長野県内児童保護事業を体系づけると以下のようになる｡
児童保護事業
救 護 法
妊産婦保護事業
乳幼児保護事業
保育事業
児童虐待防止
少年救護事業
育児事業
虚弱児童保護事業
異常児童保護事業
母 子 寮
児童遊園地
次に児童保護を特徴づける乳幼児保護事業,妊産婦保護事業及び児童遊園地の設立につい
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てとりあげてみる｡
大正期にはいり,わが国において乳幼児死亡の増加が大きな社会問題となった｡すなわち
明治42年 (1909)頃,国内全体で出産 100に対して乳幼児の死亡は15人4分であったが,大
正3年 (1914)には16人3分となり,さらに大正6年 (1917),7年 (1918)頃には18人9
(18)
分という増加を示したのである｡長野県においては,大正12年 (1923)より14年 (1925)普
での統計であるが,その3カ年平均 1カ年の乳児死亡数は5,907人であり,幼児死亡数は
4,738人であった｡すなわち1カ年の出産数57,174人のうち乳幼児死亡数は10,645人と結果
(19)
したのであった｡
こうした乳幼児死亡の増加を背景にして設立されるのが児童健康相談所(乳幼児保護事業)
であり,妊産婦保護所及び巡回産婆 (妊産婦保護事業)である｡
(20)
大正10年 (1921)7月日本赤十字社長野支部児童健康相談所の設立をはじめとして,同年
(21)
9月愛国婦人会長野支部児童健康相談所,翌11年 (1922)10月諏訪郡医師会児童健康相談
(22) (23)
所,同年11月上田明照会児童健康相談所,さらにこの年,日本赤十字社長野支部児童衛生相
(24) (25)
談所が設立されている｡大正14年 (1925)4月藤沢村幼児保健相談所 (上伊那郡)及び川西
(26) (27)
児童健康相談所 (小県郡中塩田村)が設立され,さらに同年9月長野市に東田子供会が設立
(28)
された｡大正15年 (1926)4月松尾村妊産婦乳幼児健康相談所 (下伊那郡)が設立されてい
(29)
る｡昭和に入ってからも2年 (1927)5月長野保育園内児童健康相談所が設立されている｡
このように大正後半から昭和のはじめにかけて県内各地で,一般児童の健康対策として児童
健康相談所が設立されたのである｡
一方,児童健康相談所の設立と呼応するかのように,大正後半から妊産婦保護所の設立や
巡回産婆の設置などの妊産婦保護事業が展開するのであった｡すなわち,大正10年 (1921)
(30)
7月日本赤十字社長野支部が妊産婦保護所を設立したのをはじめとし,大正14年 (1925)に
(31)
は,県内4カ所で巡回産婆が設置され,以後漸次県内各町村に巡回産婆が設置 されていっ
(32)
た｡また昭和8年 (1933)5月竜丘村妊産婦無料診断所が設立されている｡
児童遊園場の動向では,長野県において,大正11年 (1922)7月上諏訪町児童愛護会児童
(33) (34)
遊園場が設立されたのを皮切 りに,同14年 (1925)4月上田明照会児童遊園地が設立され,
(35)
さらに15年 (1926)5月長野市本願寺別院内に中央児童遊園地が設立され,昭和に入ってか
(36)
らも5年 (1930)4月上田市児童遊園地が設立されている｡児童遊園地は ｢町発展二伴ヒ児
(37)
董ノ遊園場所ナキ為｣とかあるいは ｢交通文化ノ発展二伴ヒ路上二遊ブ児童ノ危険 卜其ノ衛
(38)
生上二鑑ミ｣などの観点から設立されたものである｡
以上のように,この時期には援助対象を従来の<無告の孤児 ･貧児 ･棄児> ･<盲聾唖
児> ･<不良行為をなすか,その慮のある児童>を中心とするものから,これに加えて一般
貧困児童,一般児童へと拡大したのが認められる｡
(3) 虚弱児童保護事業のはじまり
長野県における虚弱児童の健康増進を目的する林間教育 (林間保育)の嘱矢は,大正7年
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(39)
(1918)8月に実施された須坂小学校虚弱児童林間教育にみることができる｡翌 8年(1919)
(40)
7月には,松本源地小学校において,林間保育が開始された｡ここで松本源地小学校におけ
る林間保育の状況についてとりあげてみる｡
松本市小学校林間保育 (『長野県社会事業要覧』(大正12年))
▲実施状況
▲実施方法
場所 松本市東南埋橋薄川北畔,1600坪,砂疎地,樹木は棒,樵,檎,柳,アカシア,粟等の雑木
児童募集 各学級より選出せしめ更に学校医の診断を経て健康児及医薬治療を要する程度の病弱児を
除く
期間 期間は前記の通りなるも雨天及盆4日間は休日とす
収容児童 尋常科 3学年以上6学年までの男女にして貧血性,栄養不良,軽き心臓病,脳病或は平素
学習に疲労勝の老其の他健康の勝れざるもの
日課
1 毎朝 9時源地部小学校に集合午後4時林間引上げ
2 昼食給与
3 運動遊戯 (自由遊戯,球投,鬼ごっこ,-ンモック,宝探,積木,玩具遊び,青鬼,クロック,
花束遊,捕虫)
4 手工,図画等の作業的学習
5 午睡
6 神社参拝
身体検査 収容中数回 (身長,体重,胸囲,顔色,病気の進度,身体の抵抗力)
経費 大正11年度金50円
職員 松本市小学校訓導
須坂小学校林間教育及び松本源地小学校林間保育はともに,毎朝家庭から通学して,毎夕
に解散して家庭に帰る形態の林間保育であった｡
大正12年 (1923)8月高島小学校校医小沢侃二は,夏期休業を利用して参科山麓温泉地帯
(41)
で虚弱児童の転地療養を開始した｡これは一定の期日遠くへ出て宿泊する形態の林間保育で
あった｡この転地療養の実践を期に上諏訪町児童愛護会が結成され,同会による虚弱児童保護
(42) (43)
事業が展開されることになった｡また日本赤十字社長野県支部でも野尻湖夏季保養所を開設
(44)
し,14年 (1925)7月には転地保養を行 う須坂小学校夏季修養会が開設されている｡
(45)
昭和に入ってからも,7年 (1932)8月に上水内郡北小川村保護会 (虚弱児童保護)が開
(46) (47)
設され,8年 (1933)8月長野県立の菅平夏季児童保健会及び参科夏季児童保健会が設立さ
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(48)
れ,さらに10年 (1935)8月八幡村児童保養会が設立されている｡
このように長野県下において,大正後半から昭和戦前期にかけて虚弱児童保護施設が頻々
として開設されたのである｡
ここで,大正12年 (1923)8月に小沢侃二等が始めた参科温泉地帯で実施する虚弱児童の
転地保養について挙げておく｡
▲上諏訪町児童愛護会事業状況 (大正14年度)
1 温泉保養
高島小学校虚弱児童208名を2組に分ち,校医,教師,看護婦付添い諏訪郡北山村中斎温泉において
各 1週間宛高山保養を行う,尚貧困児童40名は無料にて同行｡
2 児童遊園地を町内に3カ所開設
3 経営の状況
補助金,会費,徴収金等による14年度予算左の如し
<収 入>
児童宿泊料 (1人6円) 960
県 補 助 500
町 補 助 500
会 費 支 出 1,300
計 3,300
<支 出>
宿泊料 ･軍馬賃等(1人10円)2,000
小斎温泉建物補助 500
児童遊園地設備費 700
貧児栄養支給費 10
計 3,300
同会の虚弱児童保護事業は,昭和初期の経済不況期を除い て活 発に展開され,昭和 23年
(1948)に,同会は施設の一切を諏訪市に移管し市営 とな り,さらに27年 (1952)7月には
児童福祉法による通年の虚弱児施設参科保養学園として開園し,現在に至 っている｡
(4) 長野県立感化院波多学院の創設
長野県では明治42年 (1909)4月県立感化院海津学舎が設立され,収容定員20名で運営さ
れてきた｡しかし,性行不良及不良行為の慮のある児童 (感化院対象児)の増加のため分院
が必要 とな り,大正10年 (1921)4月東筑摩郡波多村に県立渡多学院 (後に県立波田学院 と
改称)が創設されたのである｡同院はまず 2家族舎8棟の規模で 出発 したが, 大 正 11年
(1922)度において 1家族舎及び院長宅 1棟を増築した｡さらに大正12年 (1923)11月に海
(49)
津学舎を同院に吸収合併したのである｡同院はその後,斬次設備の改善 と拡充を図ったので
ある｡以下同院の事業状況についてあげておく｡
▲沿 革
大正5年の県会に於て海津学舎波多分院設置の件を議決し,同6年に至り建築用地として波多国有林
10町4反歩の無償譲与を受け,後同8年5月に至り同上続地国有林19町6反歩を8ヶ年に開墾すべき条
件を以て素地代13,805円にて払下を受けたると同時に地上立木全部を建築用材及作業用として17,708円
にて特買を受けたり,依って工費21,480円以て先づ2家族会8棟252坪の建築を為したるが大正10年4
月1日に至り波多学院と命名して独立の感化院と為せり,将来は8家庭定員120名収容の計画にして大
正11年度に於て1家族舎及院長住宅1棟を建築し又12年度に於ては県立海津学舎を合併し計4家族会定
員65名と為さんとせり
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事 業
1 収 容
収容は主として,海津学舎の規定に準じ性向不良及不良行為の慮ある児童を収容し感化薫陶し入院
者に対する費用徴収は明治43年 6月長野県令第24号に依る
2 処 遇
(1)訓育 訓育は家族制度の方法に依 り族長 1名助手 2名を以て1家庭15名の児童を薫陶するの組織
なり
(2)学業 学科は各児童の智能に応じて毎日午前中3時間乃至 4時間小学校令に準じて普通教育を授
く
(3)実業教育 実科は4時間乃至 5時間なり,作物は普通作物の外園芸及家書を飼養せ り又冬期間に
は地方普通の農家に行はるる如 く藁細工を行はしむ
(4)衛生 入院の際身体検査を行ふの外嘱託医は毎週児童健康診断を行ひ平常に於ける栄養発育の状
態等に就て考慮せ り
(5)休養及娯楽 休日は毎月第 1及第 3の日曜日を全休とし第 2及第 4の日曜日を半休とす,又大祭
日及記念日英他地方の祭典は休日とせ り,娯楽は休日及土曜日に娯楽会を開き或は運動会の開催春秋
の旅行等を主とす
(6)日常の日課は海津学舎と同じ
3事業成績 開院以来の収容児童数は35名にして即ち左の如し
(表 D 収 容 人 員
(表2) 創立以来の院生在籍別
(表3) 感 化 院 経 費 予 算
大正12年 (1923)の予算の内容について とりあげてみる｡まず俸給は院長,教員及び書記
のもので,院長は年俸 1,400円,教員は月俸平均 66円で,書記は月俸 40円であ った｡雑給
は,助手,小便等の雇給金及び旅費等に当て られていた｡生徒諸費は院生の食費 (1人 1日
25銭),被服費 (1人 9円),寝具料(1人 1円50銭),治療費,勤労奨励金, 日用品給与費,
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旅行費の内容であった｡院費は職員,助手等食費(1人 1日25銭),備品費,消耗品費,図書
費,実習材料費,手工材料,農業材料,家畜飼料,通信運搬費,印刷製本費,雑費の内容で
(50)
あった｡修繕費は院内諸設備の修繕のためのものである｡
(51)
同院は昭和 2年 (1927)女子家族舎を増築し,女子収容を開始 した｡昭和 8年 (1933)4
(52)
月長野県波田学院 と改称 し,同年 5月の少年教護法の制定により従来の感化院から少年教護
院長野県立渡田学院 と改められた｡
(5) 保育所の発展
長野県においてほ,大正 9年 (1920)以降の慢性的経済恐慌,さらに昭和に入って, 2年
(1927)の金融恐慌, 5年(1930)以降の世界大恐慌,農村恐慌等を背景に,常設保育所の急
増をみるのであった(表 4)｡長野県内において大正11年 (1922) 3月創立の丸子町依田社託
(53)
児所を皮きりに,昭和10年 (1935)までの問に20か所開設されたのである(表 4)0
次にこの時期の常設保育所の諸傾向をあげてみる｡
① 経営主体 (表 4)
この時期に設立された常設保育所の経営主体のほとんどは,個人や私立の団体,寺院等の
民間人によるものであった｡そのなかには丸子町依田社託児所のように企業内託児所もみら
れる｡公的団体によるものは,長野県方面事業助成会による長野保育園及び須坂町社会事業
(表4) 常設保育所の展開 (大正11-昭和10年)
保 育 所 名 l 設立年月日 I 位 置 l 経 営 主 体
丸子町依田社託児所
下 諏 訪 託 児 所
岡谷幼 児 の楽 園
上 田明照会甘露園
愛 児 園
長 野 保 育 園
須 坂 託 児 所
吉 田 保 育 園
め くすみ 保 育 園
湊 育 児 園
私 立辰 野愛 児 園
小 諸 愛 児 園
聖 愛 保 育 園
岡 谷 保 育 園
子 供 の 家
小 諸 保 育 園
永 明 保 育 園
小 浜 愛 児 園
長 野中 央保育 園
戸 倉 保 育 園
大正11年3月1日
大正14年11月1日
大正15年4月1日
大正15年5月8日
大正15年11月21日
昭和2年1月20日
昭和2年9月1日
昭和3年6月3日
昭和3年11月1日
昭和4年
昭和4年7月
昭和6年11月10日
昭和7年4月25日
昭和8年2月11日
昭和9年5月11日
昭和9年5月20日
昭和9年6月1日
昭和9年8月1日
昭和10年8月3日
昭和10年
小県郡丸子町
諏訪郡下諏訪町
岡谷市
上田市田町
松本市大字桐
長野市北石堂町
上高井郡須坂町
長野市役所吉田出張所内
下水内郡飯山町
諏訪郡湊村
上伊那郡伊那宮村
北佐久郡小諸町
南佐久郡野津町
岡谷市
長野市東町
北佐久郡小諸町
諏訪郡永明村
岡谷市
長野市西後町
埴科郡戸倉村
私 立
下諏訪幼児保育会
私 立
上田明照会
松本児童保護会
長野市方面事業助成会
須坂町社会事業協会
吉田児童保護会
酉釆寺経営
私 立
私 立
私 立
個人経 営
個人経 営
友 の 会
小諸仏教婦人会
個人 経 営
私 立
長野市本願寺別院経営
個人 経 営
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協会による須坂託児所のわずか2カ所であった｡昭和4年 (1929)に設立された湊育児園が
(54)
同9年 (1934)に湊村社会事業協会に移管され,湊保育所と改称された｡同様に,昭和4年
(1929)に設立された私立辰野愛児園が同9年 (1934)に伊那富村社会事業協会に移管され,
(55)
伊那富村愛児園と改称されたのである｡このように,この時期にあっては市町村による公立
託児所は開設されず,県内の保育事業はまさに民間人に支えられていたのである｡長野県な
らびに市町村は,もっぱらその補助に当たったのである｡
(参 保育料 (表5)
保育料については,1日2銭 (戸倉保育園)あるいは1カ月60銭 (めぐみ保育園)から1
カ月1円50銭 (子供の家)までと幅がみられるが,集中して多いのが1カ月1円徴収するも
ので10カ所みられた｡また岡谷幼児の楽園,愛児園および長野中央保育園では,貧困家庭の
保育ニードに応えるため,保育料の減免規程を設けていたのであるO
(蓑5) 保 育 料
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(診 受託児数と保母の配置 (表6)
定員については,40人定員のところから120人定員 のところまでと非常にバラつきがある
が,集中して多いのが,40人から60人のところである｡定員に対する保母の配置数 を み る
と,保母1人の受持ち児童数が吉田保育園の13人乃至14人のところから,伊那富村愛児園の
100人のところまでと幅がみられる｡ さらに, これを実人員に対しての保母の配置数よりみ
ると,保母1人の受持ち児童数が.愛児園の10人乃至11人のところから,伊那富村愛児園の
67人のところまでと幅がみられる｡児童実人員で保母1人当た りの受持ち児童数が30人以下
のところが12カ所で,30人以上のところは6カ所であった｡
④ 保育時間 (表7)
保育時間については,小諸愛児園 (午前8時～午後2時)や聖愛保育園 (午前9時～午後
3時)の6時間保育のところから,岡谷保育園 (午前5時～午後6時半)の13時間半の長時
間保育するところまで幅がみられる｡岡谷保育園の長時間保育は,製糸工女たちの勤務時間
との関係によるものと思われる｡集中して多いのが10時間保育で7カ所みられ,次いで8時
間保育のところが4カ所あり,9時間保育が2カ所であった｡概して8時間以上の保育時間
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(表6) 受託児数と保母の配置
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下 諏 訪 託 児 所
岡谷幼児の楽園
上田明照会甘露園
愛 児 園
長 野 保 育 園
須 坂 託 児 所
吉 田 保 育 園
め く小み保 育 園
小 諸 愛 児 園
定員 111 実員 111 保母 2
定員 120 実員 105 保母 3
定員 60 実員 109 保母 4
定員 60 実員 43 保母 4
定員 75 実員 77 保母 3
定員 40 実員 50 保母 2
定員 40 実員 50 保母 3
定員 80 実員 26 保母 2
聖 愛 保 育 園
岡 谷 保 育 園
子 供 の
小 諸 保 育
永 明 保 育
?
伊那富村愛児園
小 浜 愛 児 園
長野中央保育園
(表7) 保 育 時 間
定員 50 実員 35 保母 2
定員 100 実員 103 保母 5
?????
?
????? ?????
?
??
????
保母 3
主任 1
保母 2
定員 100 実員 67 保母 1
定員 50 実員 58羨賃去
定員 60 実員 60 保母 4
定員 100 実員 140賃掌…
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下 諏 訪 託 児 所
岡谷幼児の楽園
上田明照会甘露固
愛 児 園
長 野 保 育 園
須 坂 託 児 所
吉 田 保 育 園
め ぐみ 保 育 園
小 諸 愛 児 園
午前7時～午後5時
7 .- 5
7 - 4時半
7 ′- 5
8 へ′ 5
7 - 5
8 - 4
8 .- 2
聖 愛 保 育 園
岡 谷 保 育 園
子 供 の 家
小 諸 保 育 園
永 明 保 育 園
伊那富村愛児園
小 浜 愛 児 園
長野中央保育園
戸 倉 保 育 園
午前9時～午後3時
5 - 6時半
8 - 4
8 - 5
7 - 5
9 .- 4
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をとってお り,労働者の保育ニー ドに合致 していた｡
⑤ 保育所の保育項 目
保育所の保育項 目については,昭和戦前期の幼稚園の保育5項 目 (遊戯,唱歌,観察,読
請,手技)等をとり入れて保育を展開したのである｡各園により保育項 目のとり入れ方に違
いがあると思われるが,概 して遊戯を中心に唱歌,談話,手技を保育項 目にとり入れて保育
を展開したものと思われる｡以下 3園の保育項 目を挙げておく｡
o小浜愛児園 (遊戯 ･唱歌 ･童話 ･塗絵 ･手技 ･観察)
o戸倉保育園 (手工 ･唱歌 ･遊戯 ･童話)
o愛 児 園 (遊戯 ･唱歌 ･談題 ･手技)
(む 受託対象児年齢 (表 8)
受託対象児の年齢については,14カ所の保育所が3歳以上から学齢までとしているが,須
坂託児所,岡谷保育園,長野中央保育園,戸倉保育園の4カ所は 3歳未満児も対象としてい
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(表8) 受 託 対 象 児 年 齢
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た｡また,実際には3歳未満児を受託している保育所が4カ所 (下諏訪託児所,めぐみ保育
園,小諸保育園,小浜愛児園)みられた｡さらにこの裏にはないが,丸子町の依田社託児所
は乳児も対象としていたのである｡
一方,農村部を中心に季節的な農繁期託児所が大正後半より設立されるようになった｡農
村において農繁期は忙しさに悩殺され,一家総出で農作業に従事することになる｡そのため
乳幼児に目が届かなくな り,幼児の溺死や棟死,火傷などの事故が頻々として起こり,農家
の母姉が安心して農作業に従事することができなかったのである｡そ うした状況から,特に
乳幼児の保護と母姉をして後顧することなく農作業に従事できるようにとの配慮から開設さ
れるのが農繁期託児所であった｡
長野県における農繁期託児所の嘱矢は,大正12年 (1923)8月開設の大豆島村託児所にみ
ることができる｡同所は大豆島村農会によって経営され,専任保母2名を配置し,農繁期中
開設し, 1歳より5歳までの幼児を受託していた｡大正14年 (1925)度の開所期間は6月1
(56)
日より10月30日までの5カ月間で, 取扱実人員は37名, 延人員は1,856名であった｡
▲大豆島村託児所収支状況 (大正14年度)
<収入>
県 補 助 200
郡農会補助 100
農 会 費 200
計 500
<支出>
職 員給 料
借 家 料
医 師 報 酬
頑具,問負等
計
????????
(57) (58)
さらに大正14年 (1925)には和村託児所 (小県郡)と東福寺村託児所 (更級郡)の2カ所
(59) (60)
が開設され,昭和5年 (1930)には県内全体で17カ所,昭和 8年 (1933)には90カ所,さら
(61)
に昭和14年 (1939)には945カ所というように,昭和戦前期,戦中期を通して農繁期託児所
の急増をみるのであった｡
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(6) 育児院私立海津学舎と三帰寮の設立
大正13年 (1924)4月信濃共済会経営による不遇児童保護 (育児院事業)を目的とする私
立海津学舎が開設された｡同所は大正12年 (1923)に廃止となった長野県立感化院海津学舎
の土地と建物の払い下げを受けて創立されたのである｡同所の代表は県立感化院海津学舎の
教諭小林喜十であった｡大正14年 (1925)現在,開始以来の延収容者数は30名で,現員は14
名であった｡同所は会員組織であるが,金品を寄付した者を会員とし,正会員は225名であ
った｡経営維持の方法は会費,寄付金等によっていった｡また不遇児童以外に不遇な妊産婦
(62)
も収容した｡
本誌創刊号において述べたように,明治16年 (1883)に大勧進養育院が創設され,そこで
は養老事業及び育児事業の二部を経営していた｡明治44年 (1911)には,老幼混合では訓育
上問題があるとし,分類収容することになり,大勧進邸内に育児部1棟を設け育児事業を展
開したのである｡さらに昭和3年 (1928)11月,養老部と育児部を分立することになり,義
老部は大勧進境内に残し,育児部を長野市大字西長野236に新築移転させ,大勧進付属三帰
(63)
寮と命名したのである｡
寮生の生活の一端を知るために,昭和3,4年頃の三帰寮寮生心得をあげておく｡
▲三帰寮々生心得 (『三帰寮 ･尚和寮創立百周年記念誌｡](1983年))
第 1粂 寮生-輔導ヲ師ノ如ク敬ヒ,寮姫ヲ悲母トシテ恒二其命二服シ,各自互二兄弟姉妹 トシテ相
親 ミ能ク寮ノ心得ヲ守ルコト
第 2粂 寮生-毎朝輔導二随ヒ礼拝堂二集 り,感謝 卜敬虎ノ念ヲ懐キ御本尊二合掌黙祷スルコト
第 3条 寮生-毎日曜日ノ童話会二出席スルコト
第 4条 寮生日常ノ起臥食事ノ時間ヲ左ノ通 り定ム
4月 1日ヨリ9月30日迄 午前 6時起床午後9時就寝
10月1日ヨリ3月31日迄 午前7時起床午後9時就寝
但シ幼者末就学者二限 り寮栂-適宜二時間ノ延長短縮ヲナスモ妨ゲナシ
第5粂 寮生-衛生二注意シ各自ノ室内-勿論廊下,庭園及カ-ヤ等ノ掃除ヲナシ常二清潔ヲ保ツコ
ト,若シ身体二異状アリタル時-速二寮栂二申出ルコト
第6粂 寮生-秀節二応ジ勉学ノ余暇適宜ノ時間ヲ見計ラヒ,庭園ノ草取 り,野菜果樹ノ手入レヲナ
スコト
第7粂 寮生ノ入浴-4月1日ヨリ9月30日迄毎月15回,10月1日ヨリ3月31日迄毎月10回 卜定ム,
理髪-毎月 1回 トス
第8粂 寮生-袈 リニ他ノ室二出入シ他人ノ妨ゲヲナシ,求-物品等二手ヲ触レヌコト
第9粂 寮生-火気二注意シコレヲ弄スルコトヲ厳禁ス
第10粂 寮生-輔導又-棄栂ノ許シナク外出シ,或-他人 卜品物ノ受渡等ヲナサヌコト
第11条 寮生-他人二向ヒ金銭ヤ物品食物等ノ合力ヲ禁ズ
次に同案の状況についてとりあげてみる｡設立当初の資料は未発掘なので,と りあえず
『長野市社会事業一覧』(昭和6年4月)より,昭和5年 (1930)の同案の状況についてあげ
てみる｡
同案の敷地は988坪で,建物は木造瓦葺平家建64坪であった｡職員は専務理事1名,嘱託
1名 (兼務),寮母2名であった｡昭和5年 (1930)度の経費は事務費1,156円62銭,教育費
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(表9) 昭和5年度 三帰寮入退院の状況 (長野市社会事業一覧昭和6年4月調)
入 院 退 院
悪霊隣母蒜I計
67
収容当時の状態
孤児恒児桓 巳1両 計
上記の内他-委託
里児贋矧其f&I計
???
?
????
??
???
?
889円48銭,雑支出66円2銭,修繕費40円の計2,152円12銭であった｡
(64)
同案は昭和7年 (1932)5月救護法の公認施設として認可され,さらに戦後,児童福祉法
による養護施設として認可され,現在に至る｡
(7) 母子ホーム見誓寮 (母子寮)の創設
昭和戦前期の経済不況を背景として,母子心中が多発し,大きな社会問題となった｡長野
県内では,大正14年 (1925)5月より昭和 8年 (1933)4月末までの新聞記事を調査した結
果によると124件の親子心中がみられ,心中によって犠牲になった児童数は155人で,母親に
(65)
よる心中が圧倒的に多く97件,父親によるものが21件,その他であった｡
(表10) 長野県内親子心中数 (大正14年5月～昭和8年4月末)
こうした状況への対応として,上田明照会が昭和10年 (1935)6月母子ホーム見警察を設
(66)
立したのである｡
▲設立主旨
吾等社会二同情スべキ同胞幾多アルモ夫ヲ失ヒ身寄モナイ乳幼児ヲ抱-テ而モ求ムル職ヲ得ラレズ
安住ノ家ヲ求ムレドモ定職収入ナク逐二衣食住二窮スルノ結果母子心中悲惨事ヲ敢テナスニ至ル京ナ
ル老ナカラン,此ノ故二彼等母子ノタメ母子ホームヲ設置シ此処二安住セシメ子供等-託児所二於テ
保育シ母親二対シテ-授産所二於テ職ヲ与-シム
上記の設立主旨にみられるように,身寄のない母子を母子ホーム見警乗に収容し,子ども
は上田明照会経営の常設保育所において保育し,母親には同じく上田明照会経営による授産
所において職を与えたのである.このように上田明照会は,身寄のない母子のニーズに対し
て同会の経営する諸施設を有機的に活用したのである｡民間社会事業の持つ,即応性と柔軟
性を遺憾なく発揮した点で大いに注目されてよい｡
昭和10年 (1935)設立当初,同案の収容能力は4世帯であったが2世帯が利用していた｡
なお,昭和12年 (1937)に母子保護法が制定され,それを機に長野県内に昭和 13年 (19
(67)
38)9月長野市美和荘及び松本市母子寮がそれぞれ開設されている｡これらについては,吹
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の時期,すなわち厚生事業期 (昭和13年～昭和20年)に属するものであるから別の機会にと
りあげたい｡
む す び
以上,限られた文献 ･資料のなかで,長野県における社会事業期 (大正8年～昭和12年)
の児童養護の成立と展開についてみてきた｡ ここで慈善救済期 (明治元年～同28年),慈善
事業期 (明治29年～同39年)及び救済事業期 (明治40年～大正7年)を一括して児童救済期
とみたとき,児童救済期には①育児院②盲虹学校③子守学校及び保育所④感化院 が 衣 られ
た｡それに対して,社会事業期 (大正8年～昭和12年)を児童保護期とみたときには,この
時期には児童救済期の4種の施設に虚弱児施設及び母子寮が加わ り,6種の施設と発展した
わけである｡
長野県児童養護の展開
(児童救済期) (児童保護期)
慈善救済期 慈善事業期 救済事業期 社会事業期
(明治元年～ 同 28年) (明治29年～ 同 39年) (明治40年～大正7年) (大正8年～昭和12年)
1. 育 児 院 1. 育 児 院 1. 育 児 院 1. 育 児 院
2. 盲人教育 2. 盲唖.1学校 2. 旨味 学校 2. 盲聾唖学校
3･ 子守学校 3･ 違 背 欝 3･ 孟腎 穿 3･ 孟 背 宗
4. 感 化 院 4. 少年教護院
5. 虚弱児施設
6. 母 子 寮
さらに感化院は少年教護法による少年教護院となり,保育所については大正後半から昭和
初期にかけて数的に増大を示し,また農村部では季節託児所が開設され数的増大を示した｡
盲聾唖教育施設もそれぞれ私立学校から県立校あるいは市立校となり経営も一段と安定化し
たのである｡盲聾唖教育は大正12年 (1923)の盲学校及聾唖学校令の公布により法制上公教
育に位置づけられたのである｡
こうして長野県内に社会事業期までに発展した児童養護施設は,昭和12年 (1937)の日中
戦争勃発を契機に戦時体制が強化されるなかで,戦争遂行のための戦時下厚生事業に組みこ
まれていくのであった｡
これまで明治から昭和戦前期まで長野県における児童養護の成立と展開について概括的に
述べてきたが,この発展が基礎となって,戦後,児童福祉法施行のもとに,各種児童養護施
設が著しく発展したといえる｡
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